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１ 一般会計歳入歳出決算収支について

平成２２年度の一般会計歳入決算額は、５，１０６億９８１万円で前年度に比べ１１億６，４７２万円、０．２％の減、歳出決算額

は、５，０４１億４，１３９万円で前年度に比べ２０億５０２万円、０．４％の減となり、歳入歳出ともに減少となった。

これは、厳しい財政状況の中で県内景気を早期に回復させるために、経済･雇用対策を重点的に実施する一方で、職員数

の削減など行財政改革の実施や公共事業の見直しなどにより減少したものである。

また、歳入歳出の差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した実質収支は３６億８，６１３万円の黒字で、前年度に比べ

８，８７５万円の増となった。

（決算収支） （単位：千円，％）

平成２２年度 平成２１年度 増減額 増減率

ａ ｂ ｃ=ａ-ｂ ｃ/ｂ*100

510,609,813 511,774,534 △ 1,164,721 △ 0.2

歳 出 決 算 額 504,141,392 506,146,413 △ 2,005,021 △ 0.4

形 式 収 支 6,468,421 5,628,121 840,300 14.9

翌年度へ繰越すべき財源 2,782,286 2,030,742 751,544 37.0

実 質 収 支 3,686,135 3,597,379 88,756 2.5

平 成 2 2 年 度 福 井 県 歳 入 歳 出 決 算 状 況 に つ い て

区 分

歳 入 決 算 額

対前年度比
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２ 一般会計歳入決算の状況

(1) 前年度と比べると、諸収入、地方交付税などが増加したが、国庫支出金、県税、使用料および手数料、県債などが減少したことにより０．２％の減と

なった。

(2)

県 税 … 地方法人特別税の平年化による法人二税の減少などにより、約２１億円の減となった。

地方交付税 … 普通交付税の増により、約１４４億円の増となった。

使用料手数料 … 全日制高校授業料の無料化による教育使用料の減少などにより、約１９億円の減となった。

国庫支出金 … 地域活性化・公共投資臨時交付金や経済危機対策臨時交付金などの減により、約３４１億円の減となった。

諸 収 入 … 公営企業会計の電気事業会計清算金を引き継いだことなどにより、約１６３億円の増となった。

(3) 県債残高については、平成２２年度末の残高が８，８０９億円となり、前年度に対して２６３億円の増となったが、臨時財政対策債を除いた県債残高

は、６，３３８億円で前年度に対して１７１億円の減となっている。

（歳入決算額） （単位：千円，％） （歳入款別決算比較） （単位：千円，％）

増 減 額 増減率 款 別 決 算 額 決算額 決 算 額 決算額 増 減 額 増減率

予算現額 A 548,335,967 539,368,388 8,967,579 1.7 ａ 構成比 ｂ 構成比 ｃ＝ａ－ｂ ｃ/ｂ*100

調定額 B 518,155,489 516,691,601 1,463,888 0.3 県 税 90,688,125 17.8 92,807,252 18.1 △ 2,119,127 △ 2.3

収入済額 C 510,609,813 511,774,534 △ 1,164,721 △ 0.2 地方消費税清算金 15,996,307 3.1 16,025,421 3.1 △ 29,114 △ 0.2

不納欠損額 D 186,907 141,520 45,387 32.1 地方譲与税 11,651,389 2.3 6,422,696 1.3 5,228,693 81.4

収入未済額 B-C-D 7,358,768 4,775,547 2,583,221 54.1 地方特例交付金 1,138,051 0.2 1,112,204 0.2 25,847 2.3

収入率 C/A 93.1 94.9 － － 地方交付税 123,397,890 24.2 109,003,757 21.3 14,394,133 13.2

交通安全対策特別交付金 293,608 0.1 316,061 0.1 △ 22,453 △ 7.1

分担金および負担金 3,357,643 0.7 4,226,254 0.8 △ 868,611 △ 20.6

使用料および手数料 3,789,877 0.7 5,693,221 1.1 △ 1,903,344 △ 33.4

国庫支出金 71,492,272 14.0 105,627,811 20.6 △ 34,135,539 △ 32.3

財産収入 907,269 0.2 928,259 0.2 △ 20,990 △ 2.3

寄 附 金 39,530 0.0 244,952 0.0 △ 205,422 △ 83.9

繰 入 金 20,362,364 4.0 18,513,478 3.6 1,848,886 10.0

繰 越 金 5,628,121 1.1 4,130,191 0.8 1,497,930 36.3

諸 収 入 72,439,367 14.2 56,075,977 11.0 16,363,390 29.2

県 債 89,428,000 17.5 90,647,000 17.7 △ 1,219,000 △ 1.3

歳 入 合 計 510,609,813 100.0 511,774,534 100.0 △ 1,164,721 △ 0.2

前年度と比較して、増減額の大きいものは以下のとおりである。

対 前 年 度 比平 成 ２ １ 年 度平 成 ２ ２ 年 度
区 分 平成２２年度 平成２１年度

対前年度比
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※臨時財政対策債････地方全体の財源不足を補うために発行される起債。
※臨時財政対策債････後年度、償還金相当額の全額が交付税により措置される。
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〔県税決算について〕

(1) 平成２２年度の県税収入は、前年度比２．３％減、約２１億円減の約９０７億円となり、３年連続の減収となった。

県税収入の主な減収要因は、地方法人特別税が平年化した影響によるものである。

特に、法人二税については、エコカー補助金や家電エコポイント制度等の政策効果の浸透、海外需要の増加等により企業業績の回復が順調に

進んだものの、地方法人特別税が平年化した影響により、前年度比１０．３％（約２３億円）の減収となった。

また、核燃料を装荷し、申告を行った発電所数が増加したこと等により、核燃料税が前年度比４５．４％（約２３億円）の増収、企業業績の回復や製品

需要の回復に伴う輸送量の増加等に伴い、地方消費税が前年度比６．５％（約７億円）の増収、軽油引取税が３．２％（約３億円）の増収となった。

その他、個人所得の減少により個人県民税が前年度比８．４％(約２２億円)の減収となった。

(2) 平成２２年度の県税収入率は、前年度を０．１ポイント下回る９７．０％となった。

徴収強化を図るため、滞納整理の一層の早期着手を図るとともに、厳正な滞納処分を実施した（滞納処分による収入実績約０．７億円）。

また、県税収入未済額の多くを個人県民税が占めていることから、前年度に引き続き福井県地方税滞納整理機構を運営し、９市町とともに個人

住民税（うち４割が個人県民税）を中心とする徴収困難案件の共同徴収を実施した（機構の徴収実績約１．８億円、うち個人県民税の徴収実績

約０．４億円）。

平成２２年度の本県の県税収入率は前年度を０．１ポイント下回る９７．０％となったが、景気回復の遅れや、１９年度の税制改正に伴う個人県民税

の収入未済額の増加等の影響により全国的に収入率が低下していることから、全国順位では前年度を上回る９位となった。

（平成２１年度１２位→平成２２年度９位）

(参考)法人関係税の収入状況

伸率 増減額

法人二税 ① 224億円 201億円 -10.3% -23億円

地方法人特別税(国税)② 56億円 124億円 122.0% 68億円

法人二税＋地方法人特別税(①+②) 280億円 325億円 16.1% 45億円

21年度 22年度

- ６ -



（税目別調定収入状況）
(単位：百万円)

区 分 調 定 状 況 収 入 状 況

構成比 構成比 収入率

税 目 増減額 対前年度比 平成21年度 平成22年度 増減額 対前年度比 平成21年度 平成22年度 平成21年度 平成22年度

個 人 県 民 税 28,901 26,702 △2,199 △7.6% 30.2% 28.6% 26,814 24,572 △2,242 △8.4% 28.9% 27.1% 92.8% 92.0%

法 人 県 民 税 3,409 4,710 1,301 38.2% 3.6% 5.0% 3,363 4,669 1,306 38.8% 3.6% 5.1% 98.6% 99.1%

県 民 税 利 子 割 980 855 △125 △12.8% 1.0% 0.9% 980 855 △125 △12.8% 1.1% 0.9% 100.0% 100.0%

個 人 事 業 税 925 774 △151 △16.4% 1.0% 0.8% 848 710 △138 △16.4% 0.9% 0.8% 91.8% 91.7%

法 人 事 業 税 19,122 15,491 △3,631 △19.0% 20.0% 16.6% 19,061 15,442 △3,619 △19.0% 20.5% 17.0% 99.7% 99.7%

地 方 消 費 税 10,557 11,246 689 6.5% 11.0% 12.0% 10,557 11,246 689 6.5% 11.4% 12.4% 100.0% 100.0%

不 動 産 取 得 税 2,086 2,066 △20 △1.0% 2.2% 2.2% 1,921 1,898 △23 △1.2% 2.1% 2.1% 92.1% 91.9%

県 た ば こ 税 1,507 1,560 53 3.5% 1.6% 1.7% 1,507 1,560 53 3.5% 1.6% 1.7% 100.0% 100.0%

ゴルフ場利用税 334 301 △33 △9.7% 0.3% 0.3% 334 301 △33 △9.7% 0.4% 0.3% 100.0% 100.0%

自 動 車 取 得 税 1,658 1,385 △273 △16.5% 1.7% 1.5% 1,658 1,385 △273 △16.5% 1.8% 1.5% 100.0% 100.0%

軽 油 引 取 税 7,797 8,040 243 3.1% 8.2% 8.6% 7,786 8,038 252 3.2% 8.4% 8.9% 99.9% 100.0%

自 動 車 税 13,201 12,916 △285 △2.2% 13.8% 13.8% 12,832 12,539 △293 △2.3% 13.8% 13.8% 97.2% 97.1%

核 燃 料 税 5,123 7,449 2,326 45.4% 5.4% 8.0% 5,123 7,449 2,326 45.4% 5.5% 8.2% 100.0% 100.0%

その他の税目※ 27 27 0 △0.5% 0.0% 0.0% 23 24 1 1.4% 0.0% 0.0% 87.5% 89.2%

県 税 計 95,627 93,522 △2,105 △2.2% 100.0% 100.0% 92,807 90,688 △2,119 △2.3% 100.0% 100.0% 97.1% 97.0%

※その他の税目：県固定資産税、鉱区税、狩猟税、料理飲食消費税、特別地方消費税による税の合計

再掲 :法人二税 22,531 20,201 △2,330 △10.3% 23.6% 21.6% 22,424 20,111 △2,313 △10.3% 24.2% 22.2% 99.5% 99.6%

平成22年度平成21年度 平成22年度平成21年度

- ７ -



（県税収入額（現年・滞納繰越 計）の構成比および過去の推移）

○県税収入は907億円となり、3年連続の減収（前年度比△2.3%、約21億円の減収）

（主な増減税目と要因）
・法人二税 ･･･△10.3%、約23億円の減収（地方法人特別税の平年化）
・個人県民税 ･･･△ 8.4%、約22億円 〃 （個人所得の減少）
・核燃料税 ･･･＋45.4%、約23億円の増収（核燃料を装荷し、申告を行った発電所数の増加）
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３ 一般会計歳出（目的別）決算の状況

(1) 前年度と比べると、総務費、教育費などが増加したものの、衛生費、土木費、農林水産費などが減少したことにより、０．４％の減となった。

(2) 前年度と比較して、増減額の大きいものは以下のとおりである。

総 務 費 … 財政調整基金の積立金の増加などにより、約９７億円の増となった。

衛 生 費 … 地域医療再生計画に基づく事業や、医療施設耐震化等整備事業のための基金などへの積立てや陽子線がん治療施設整備事業

の減少などにより、約９９億円の減となった。

農林水産費 … 緊急森林整備基金への積立の減少や、公共事業の減少などにより、約４２億円の減となった。

土 木 費 … 河川海岸費や道路橋りょう費の公共工事の減少などにより、約７１億円の減となった。

教 育 費 … 国体運営等に活用するためのスポーツふくい基金への積立てなどにより、約５９億円の増となった。

（歳出決算額） （単位：千円，％） （歳出目的別決算比較） （単位：千円，％）

増 減 額 増減率 目 的 別 決 算 額 決算額 決 算 額 決算額 増 減 額 増減率

548,335,967 539,368,388 8,967,579 1.7 ａ 構成比 ｂ 構成比 ｃ＝ａ－ｂ ｃ/ｂ*100

504,141,392 506,146,413 △ 2,005,021 △ 0.4 議 会 費 931,495 0.2 944,584 0.2 △ 13,089 △ 1.4

継続費逓次繰越 4,953,170 4,872,772 80,398 1.6 総 務 費 54,375,021 10.8 44,617,637 8.8 9,757,384 21.9

繰越明許費 24,595,806 20,884,045 3,711,761 17.8 民 生 費 39,507,951 7.8 41,791,729 8.3 △ 2,283,778 △ 5.5

事故繰越 275,084 366,856 △ 91,772 △ 25.0 衛 生 費 24,725,627 4.9 34,668,798 6.8 △ 9,943,171 △ 28.7

29,824,060 26,123,673 3,700,387 14.2 労 働 費 7,301,731 1.4 10,005,067 2.0 △ 2,703,336 △ 27.0

14,370,515 7,098,302 7,272,213 102.5 農林水産費 36,623,743 7.3 40,863,820 8.1 △ 4,240,077 △ 10.4

91.9 93.8 － － 商 工 費 50,333,579 10.0 46,763,544 9.2 3,570,035 7.6

土 木 費 71,810,500 14.2 78,966,521 15.6 △ 7,156,021 △ 9.1

警 察 費 22,818,363 4.5 23,126,105 4.6 △ 307,742 △ 1.3

教 育 費 96,606,646 19.2 90,675,285 17.9 5,931,361 6.5

災害復旧費 174,577 0.0 209,392 0.0 △ 34,815 △ 16.6

公 債 費 77,987,546 15.5 72,613,003 14.3 5,374,543 7.4

諸 支 出 金 20,944,613 4.2 20,900,928 4.1 43,685 0.2

歳 出 合 計 504,141,392 100.0 506,146,413 100.0 △ 2,005,021 △ 0.4

執行率 B/A

繰
越
額
C

予算現額 A

支出済額 B

小 計

平 成 2 1 年 度

不用額 A-B-C

区 分
対 前 年 度 比

平成２２年度 平成２１年度
対前年度比 平 成 2 2 年 度
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平成２２年度一般会計歳出決算構成比

教育費
19.2%

公債費
15.5%

土木費
14.2%総務費

10.8%

商工費
10.0%

民生費
7.8%

農林水産費
7.3%

衛生費
4.9%

警察費
4.5%

諸支出金
4.2%

労働費
1.4% 議会費

0.2%

災害復旧費
0.0%

歳出決算額
5,041億円
（100.0％）

486
（9.0）

433
（7.5）

432
（7.6）

460
（8.2）

511
（9.3）

494
（9.4）

510
（10.0）

390
（7.7）

406
（8.2）

441
（9.2）

419
（9.0）

424
（9.1）

446
（8.8）

544
（10.8）

454
（8.4）

485
（8.4）

440
（7.7）

476
（8.5）

488
（8.9）

479
（9.1）

476
（9.4） 471

（9.3）

495
（10.0）

519
（10.9）

503
（10.9）

552
（11.8）

765
（15.1）

642
（12.7）

367
（6.8）

421
（7.3）

433
（7.6）

368
（6.5）

358
（6.5）

303
（5.7）

313
（6.1） 341

（6.7）
259

（5.3）

253
（5.2）

277
（6.0）

415
（8.9）

567
（11.2）

575
（11.4）

832
（15.4）

842
（14.6）

760
（13.4）

717
（12.8）

675
（12.3） 619

（11.8）
542

（10.7） 477
（9.4）

454
（9.2）

428
（8.9）

429
（9.3）

392
（8.4）

409
（8.1）

366
（7.3）

1,333
（24.7）

1,476
（25.6） 1,373

（24.2） 1,302
（23.2）

1,166
（21.3） 1,105

（21.1） 1,026
（20.2） 977

（19.2）
1,009

（20.4）
907

（18.9）
869

（18.8）

818
（17.5）

790
（15.6） 718

（14.2）

1,073
（19.9）

1,007
（17.5）

1,036
（18.2） 1,053

（18.7） 1,027
（18.7）

1,016
（19.4） 972

（19.1）
960

（18.9）
942

（19.0）
942

（19.7）
932

（20.1）

927
（19.9）

907
（17.9） 966

（19.2）

481
（8.9）

559
（9.7） 629

（11.1）
680

（12.1） 699
（12.8） 727

（13.9） 748
（14.7） 845

（16.6） 752
（15.2） 708

（14.8）
677

（14.6）

676
（14.5）

726
（14.3）

780
（15.5）

368
（6.9）

546
（9.4） 579

（10.2）
564

（9.9） 556
（10.2）

498
（9.5） 499

（9.8）
623

（12.2） 631
（12.8） 594

（12.4） 522
（11.3）

462
（9.9）

451
（9.0）

448
（9.0）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

5,394

5,682 5,620
5,480

5,241
5,086

5,769

5,084
4,948

4,792
4,628

歳 出 の 推 移
(億円)

合 計

(年度)

一般会計歳出（目的別）決算の構成比および年次推移

教 育 費

土 木 費

農林水産費

公 債 費

商 工 費
労 働 費

※（ ）内は構成比

4,666

○一般会計歳出は5,041億円と昨年より減少（前年度比△0.4%、約20億円の減）

・公共事業の抑制などにより、農林水産費、土木費が減少

そ の 他

民 生 費
衛 生 費

総 務 費

5,061 5,041
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４ 一般会計歳出（性質別）決算の状況

(1) 義務的経費

給与改定や職員数の削減などにより人件費が減少する一方、臨時財政対策債の償還額の増加などにより公債費が増加し、全体で

約５９億円の増となった。

(2) 投資的経費

国の公共事業費の減少等による補助事業の減少や、陽子線がん治療施設整備事業費の工事の進捗による事業量の減少などにより

単独事業も減少し、全体で約９８億円の減となった。

(3) その他行政経費

経済対策としての制度融資枠の拡充や、経済・雇用対策基金を活用した事業の実施により、全体で約１９億円の増となった。

（歳出性質別決算比較） （単位：千円，％）

決 算 額 決算額 決 算 額 決算額 増 減 額 増減率

ａ 構成比 ｂ 構成比 ｃ＝ａ－ｂ ｃ/ｂ*100

206,881,471 41.0 201,002,447 39.7 5,879,024 2.9

人 件 費 121,744,620 24.1 121,789,454 24.1 △ 44,834 △ 0.0

扶 助 費 7,190,831 1.4 6,674,069 1.3 516,762 7.7

公 債 費 77,946,020 15.5 72,538,924 14.3 5,407,096 7.5

105,360,601 20.9 115,135,914 22.7 △ 9,775,313 △ 8.5

補 助 事 業 52,321,695 10.4 54,088,230 10.7 △ 1,766,535 △ 3.3

単 独 事 業 42,052,765 8.3 46,514,801 9.2 △ 4,462,036 △ 9.6

国直轄事業負担金 10,533,876 2.1 13,082,075 2.6 △ 2,548,199 △ 19.5

受 託 事 業 275,089 0.1 1,235,789 0.2 △ 960,700 △ 77.7

災害復旧事業 177,176 0.0 215,019 0.0 △ 37,843 △ 17.6

191,899,320 38.1 190,008,052 37.6 1,891,268 1.0

物 件 費 19,040,412 3.8 17,924,775 3.5 1,115,637 6.2

維 持 補 修 費 3,393,899 0.7 3,913,201 0.8 △ 519,302 △ 13.3

補 助 費 等 86,727,113 17.2 77,323,551 15.3 9,403,562 12.2

貸付金出資金 45,662,692 9.0 48,946,625 9.7 △ 3,283,933 △ 6.7

繰 出 金 5,802,462 1.2 4,875,768 1.0 926,694 19.0

積 立 金 31,272,742 6.2 37,024,132 7.3 △ 5,751,390 △ 15.5

504,141,392 100.0 506,146,413 100.0 △ 2,005,021 △ 0.4歳 出 合 計

平 成 2 2 年 度 平 成 2 1 年 度 対 前 年 度 比

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 行 政 経 費

性 質 別
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一般会計歳出（性質別）決算の構成比および年次推移

平成２２年度一般会計歳出決算構成比

人件費
24.1%

扶助費
1.4%

公債費
15.5%

投資的経費
20.9%

その他
行政経費
38.1%

歳出決算額
5,041億円
（100.0%）

・職員数の削減等により人件費は減少したものの、公債費の増により、義務的経費が増加
・公共事業費の減により、投資的経費経費が減少

1,329
（24.6）

1,310
（22.7）

1,324
（23.3）

1,355
（24.1）

1,374
（25.1）

1,338
（25.5）

1,326
（26.1）

1,286
（25.3）

1,258
（25.4）

1,273
（26.6）

1,278
（27.6）

1,265
（27.1）

1,218
（24.1）

1,217
（24.1）

84
（1.6）

85
（1.5）

82
（1.4）

82
（1.5）

86
（1.6）

84
（1.6）

70
（1.4）

59
（1.2）

55
（1.1）

50
（1.0）

60
（1.3）

63
（1.4）

67
（1.3）

72
（1.4）

481
（8.9）

559
（9.7）

629
（11.1）

680
（12.1）

699
（12.8）

726
（13.9）

747
（14.7）

845
（16.6）

752
（15.2）

708
（14.8）

676
（14.6）

676
（14.5）

725
（14.3）

779
（15.5）

2,269
（42.1）

2,455
（42.6）

2,163
（38.1）

2,034
（36.2）

1,882
（34.3）

1,795
（34.2） 1,541

（30.3）

1,537
（30.2） 1,562

（31.6）
1,468

（30.6） 1,261
（27.2）

1,139
（24.5）

1,151
（22.7）

1,054
（20.9）

1,231
（22.8）

1,360
（23.6） 1,484

（26.1）
1,469

（26.1） 1,439
（26.3） 1,298

（24.8） 1,402
（27.6）

1,357
（26.7） 1,321

（26.7） 1,293
（27.0） 1,353

（29.2）
1,523

（32.5）

1,900
（37.6）

1,919
（38.1）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

(年度)

投資的経費

その他
行政経費

公 債 費

扶 助 費

人 件 費

歳 出 の 推 移
(億円)

合 計

5,394

5,769 5,682 5,620
5,480

5,241
5,086 5,084

4,948
4,792

4,628 4,666

5,061 5,041

※（ ）内は構成比
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５ 特別会計歳入歳出決算収支について

(1) 特別会計全体の歳入総額は１，０４１億７，０２５万円で前年度に比べ１４億９，４９６万円、１．５％の増、歳出総額は１，０１０億３，６９６万円で前年度に比べ

１９億６，９１３万円、２．０％の増となった。

(2) 前年度と比較して、増減額の大きいものは以下のとおりである。

公債管理…………………………… 償還額の増により、歳入歳出とも約２９億円の増となった。

中小企業支援資金貸付金………… 平成２１年度は貸付金の一部が最終償還年度を迎えたことで一時的に増加したことにより、平成２２年度は歳入で

約１８億円、歳出で約１３億円の減となった。

用地先行取得事業…………………… 土地開発公社解散に伴い、公社保有の用地を取得したことにより、歳入歳出とも約1５億円の増となった。

港湾整備事業………………………… 鞠山南ふ頭用地造成事業完了などにより、歳入歳出とも約９億円の減となった。

（会計別決算収支） （単位：千円，％）

決算額 対前年度増減額 対前年度増減率 決算額 対前年度増減額 対前年度増減率

公債管理 88,751,971 2,931,241 3.4 88,751,971 2,931,241 3.4 0

用品等集中管理事業 332,008 21,762 7.0 283,889 22,433 8.6 48,119

災害救助基金 30,656 △ 6,180 △16.8 30,656 △ 6,180 △16.8 0

母子寡婦福祉資金貸付金 146,817 △ 87,128 △37.2 132,345 △ 36,299 △21.5 14,472

中小企業支援資金貸付金 2,937,903 △ 1,788,904 △37.8 1,649,346 △ 1,307,810 △44.2 1,288,557

農業改良資金貸付金 169,638 13,384 8.6 169,635 143,443 547.7 3

沿岸漁業改善資金貸付金 306,622 14,563 5.0 1,091 △ 11,701 △91.5 305,531

林業改善資金貸付金 87,165 13,610 18.5 102 △ 2,608 △96.2 87,063

県有林事業 102,487 △ 2,731 △2.6 94,997 △ 10,213 △9.7 7,490

用地先行取得事業 1,957,629 1,562,629 395.6 1,957,629 1,562,629 395.6 0

駐車場整備事業 162,474 22,936 16.4 162,474 22,938 16.4 0

港湾整備事業 2,394,460 △ 932,965 △28.0 2,394,460 △ 932,965 △28.0 0

下水道事業 3,088,044 △ 38,262 △1.2 2,118,021 △ 172,799 △7.5 970,023

証紙 3,702,380 △ 228,996 △5.8 3,290,345 △ 232,978 △6.6 412,035

104,170,254 1,494,959 1.5 101,036,961 1,969,131 2.0 3,133,293合 計

会 計 名
歳 出

歳入歳出差引額
歳 入

- １３ -



６ 本県の財政状況について

県内経済は、全体として緩やかな持ち直しの動きが続いているものの、東日本大震災の影響により一部に弱い動きが見られるなど、依然として

厳しい状況にある。県財政においても少子高齢化の進行に伴う社会保障費の増加や県債の償還額の増加により厳しい財政運営を余儀なくされ

ている。

こうした状況の下、県では、確実な景気回復と経済成長が喫緊の重要課題であり、国から配分された交付金を最大限に活用し積極的な経済・

雇用対策を実施しているところであるが、財政の健全性確保の観点から、職員数の削減や事務事業の見直しなど徹底した行財政改革を実行して

おり、主要な財政指標の全国との比較では中位程度の水準を維持している。

平成２２年度末現在で県債残高は、実質的な交付税である臨時財政対策債の発行により増加し８，８０９億円となったが、通常債は公共事業

の重点化や低コスト化などにより減少している。

今後、社会保障費が増加するほか、高速交通網の整備や国体の開催などの財政需要に対応していく必要があることから、本年７月に策定した

第三次行財政改革実行プランに沿って、引き続き行財政改革を着実に実行していく。

主な財政指標

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

資金不足比率

※実質赤字比率、連結実質赤字比率は黒字のため、資金不足比率は資金不足が生じている会計がないため指標なし

備 考

借入金の返済額およびこれに準じる額（公営企業債繰出金等）の
大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示すもの

平成２１年度

13.9%

平成２２年度

15.4%

92.9%
財政構造の弾力性を判断するための指標で、数値が小さい程、財
政構造に弾力性があることを表す

経常収支比率 91.1%

一般会計等の借入金や、公社・三セクで将来支払っていく可能性
のある負担等の現時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧
迫する可能性が高いかどうかを示すもの

232.6%210.2%

－
(黒字)

－
（黒字）

一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合を
示すもの

－
(黒字)

－
（黒字）

全ての会計の赤字や黒字を合算し、県全体としての赤字の程度を
指標化し、団体の財政運営の度合を示すもの

財
政
健
全
化
法
に
よ
る
指
標 －

(資金不足の会計なし）
－

(資金不足の会計なし）
各公営企業における資金の不足の程度を指標化し、経営の健全
性の度合を示すもの
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